
（短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護）   

算定要件抜粋（指定居宅(介護予防)サービスに要する費用の額の算定に関する基準等より抜粋） 

 （下線は改正部分） 

⑴ 短期入所療養介護 

サービス提供体制強化加算【区分・要件】 
注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているもの
として都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護
事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護を行っ
た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１回につき次
に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるい
ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ
るその他の加算は算定しない。 
㈠ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 22単位 
㈡ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 18単位 
㈢ サービス提供体制強化加算(Ⅲ) ６単位 

※厚生労働大臣が定める基準 
四十 短期入所療養介護費におけるサービス提供体制強
化加算の基準 
イ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 
⑴ 介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事
業所にあっては、次に掲げる基準のいずれにも適合す
ること。 
㈠ 次のいずれかに適合すること。 

a 指定短期入所療養介護(指定居宅サービス等基
準第百四十一条に規定する指定短期入所療養介
護をいう。以下同じ。)を行う介護老人保健施設
である指定短期入所療養介護事業所の介護職員
の総数のうち、介護福祉士の占める割合が百分の
八十以上であること。 

b 指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設
である指定短期入所療養介護事業所の介護職員
の総数のうち、勤続年数十年以上の介護福祉士の
占める割合が百分の三十五以上であること。 

 ㈡ 通所介護費等算定方法第四号イに規定する基準
のいずれにも該当しないこと。 

⑵ 病院である指定短期入所療養介護事業所又は診療
所である指定短期入所療養介護事業所にあっては、次
に掲げる基準のいずれにも適合すること。 
㈠ 次のいずれかに適合すること。 
  a 指定短期入所療養介護を行う療養病床に係る

病棟(以下「療養病棟」という。)、病室又は認
知症病棟の介護職員の総数のうち、介護福祉士
の占める割合が百分の八十以上であること。 

  b 指定短期入所療養介護を行う療養病棟、病室又
は認知症病棟の介護職員の総数のうち、勤続年
数十年以上の介護福祉士の占める割合が百分の
三十五以上であること。 

㈡ 通所介護費等算定方法第四号ロ又はハに規定す
る基準のいずれにも該当しないこと。 

⑶ 介護医療院である指定短期入所療養介護事業所に
あっては、次に掲げる基準のいずれにも適合するこ
と。 
㈠ 次のいずれかに適合すること。 

   a 指定短期入所療養介護を行う介護医療院の介
護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合
が百分の八十以上であること。 

   b 指定短期入所療養介護を行う介護医療院の介
護職員の総数のうち、勤続年数十年以上の介護
福祉士の占める割合が百分の三十五以上であ
ること。 

㈡ 通所介護費等算定方法第四号ニに規定する基準
のいずれにも該当しないこと。 

 
ロ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 
⑴ 介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事
業所にあっては、次に掲げる基準のいずれにも適合す
ること。 

 ㈠ 指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設
である指定短期入所療養介護事業所の介護職員の
総数のうち、介護福祉士の占める割合が百分の六十
以上であること。 

 ㈡ イ⑴㈡に該当するものであること。 
⑵ 病院である指定短期入所療養介護事業所又は診療
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所である指定短期入所療養介護事業所にあっては、次
に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

 ㈠ 指定短期入所療養介護を行う療養病棟、病室又は
認知症病棟の介護職員の総数のうち、介護福祉士の
占める割合が百分の六十以上であること。 

 ㈡ イ⑵㈡に該当するものであること。 
⑶ 介護医療院である指定短期入所療養介護事業所に
あっては、次に掲げる基準のいずれにも適合するこ
と。 

  ㈠ (略) 
  ㈡ イ⑶㈡に該当するものであること。 
 
ハ サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 
 ⑴ 介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事

業所にあっては、次に掲げる基準のいずれにも適合す
ること。 

  ㈠ 次のいずれかに適合すること。 
   a 指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設

である指定短期入所療養介護事業所の介護職員
の総数のうち、介護福祉士の占める割合が百分の
五十以上であること。 

   b 指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設
である指定短期入所療養介護事業所の看護・介護
職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が百分
の七十五以上であること。 

   c 指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設
である指定短期入所療養介護事業所の指定短期
入所療養介護又は介護保健施設サービスを利用
者又は入所者に直接提供する職員の総数のうち、
勤続年数七年以上の者の占める割合が百分の三
十以上であること。 

  ㈡ (略) 
⑵ 病院である指定短期入所療養介護事業所又は診療
所である指定短期入所療養介護事業所にあっては、次
に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

 ㈠ 次のいずれかに適合すること。 
  a 指定短期入所療養介護を行う療養病棟、病室又

は認知症病棟の介護職員の総数のうち、介護福祉
士の占める割合が百分の五十以上であること。 

  b 指定短期入所療養介護を行う療養病棟、病室又
は認知症病棟の看護・介護職員の総数のうち、常
勤職員の占める割合が百分の七十五以上である
こと。 

  c 指定短期入所療養介護を行う療養病棟、病室又
は認知症病棟の指定短期入所療養介護又は介護
療養施設サービスを利用者又は入院患者に直接
提供する職員の総数のうち、勤続年数七年以上の
者の占める割合が百分の三十以上であること。 

 ㈡ (略) 
⑶ 介護医療院である指定短期入所療養介護事業所に
あっては、次に掲げる基準のいずれにも適合するこ
と。 

 ㈠ 次のいずれかに適合すること。 
  a 指定短期入所療養介護を行う介護医療院の看

護・介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める
割合が百分の五十以上であること。 

  b 指定短期入所療養介護を行う介護医療院の看
護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割
合が百分の七十五以上であること。 

  c 指定短期入所療養介護を行う介護医療院の指定
短期入所療養介護又は介護医療院サービスを利
用者又は入所者に直接提供する職員の総数のう
ち、勤続年数七年以上の者の占める割合が百分の
三十以上であること。 
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 ㈡ (略) 

 

 

⑵ 介護予防短期入所生活介護 

サービス提供体制強化加算【区分・要件】 
注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているもの
として都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所
療養介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防短期入
所療養介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従
い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただ
し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお
いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 
㈠ サービス提供体制強化加算(Ⅰ)  22単位  
㈡ サービス提供体制強化加算(Ⅱ)  18単位 
㈢ サービス提供体制強化加算(Ⅲ)  ６単位 
 

※厚生労働大臣が定める基準 
百十八 介護予防短期入所療養介護費におけるサービス
提供体制強化加算の基準 
第四十号の規定を準用する。 
 
※第四十号の規定 
四十 短期入所療養介護費におけるサービス提供体制強
化加算の基準 
イ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 
⑴ 介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事
業所にあっては、次に掲げる基準のいずれにも適合す
ること。 
㈠ 次のいずれかに適合すること。 

a 指定短期入所療養介護(指定居宅サービス等基
準第百四十一条に規定する指定短期入所療養介
護をいう。以下同じ。)を行う介護老人保健施設
である指定短期入所療養介護事業所の介護職員
の総数のうち、介護福祉士の占める割合が百分の
八十以上であること。 

b 指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設
である指定短期入所療養介護事業所の介護職員
の総数のうち、勤続年数十年以上の介護福祉士の
占める割合が百分の三十五以上であること。 

 ㈡ 通所介護費等算定方法第十八号イに規定する基
準のいずれにも該当しないこと。 

⑵ 病院である指定短期入所療養介護事業所又は診療
所である指定短期入所療養介護事業所にあっては、次
に掲げる基準のいずれにも適合すること。 
㈠ 次のいずれかに適合すること。 
  a 指定短期入所療養介護を行う療養病床に係る

病棟(以下「療養病棟」という。)、病室又は認
知症病棟の介護職員の総数のうち、介護福祉士
の占める割合が百分の八十以上であること。 

  b 指定短期入所療養介護を行う療養病棟、病室又
は認知症病棟の介護職員の総数のうち、勤続年
数十年以上の介護福祉士の占める割合が百分の
三十五以上であること。 

㈡ 通所介護費等算定方法第四号ロ又はハに規定す
る基準のいずれにも該当しないこと。 

⑶ 介護医療院である指定短期入所療養介護事業所に
あっては、次に掲げる基準のいずれにも適合するこ
と。 
㈠ 次のいずれかに適合すること。 

   a 指定短期入所療養介護を行う介護医療院の介
護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合
が百分の八十以上であること。 

   b 指定短期入所療養介護を行う介護医療院の介
護職員の総数のうち、勤続年数十年以上の介護
福祉士の占める割合が百分の三十五以上であ
ること。 

㈡ 通所介護費等算定方法第十八号ニに規定する基
準のいずれにも該当しないこと。 

 
ロ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 
⑴ 介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事
業所にあっては、次に掲げる基準のいずれにも適合す
ること。 

 ㈠ 指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設
である指定短期入所療養介護事業所の介護職員の
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総数のうち、介護福祉士の占める割合が百分の六十
以上であること。 

 ㈡ イ⑴㈡に該当するものであること。 
⑵ 病院である指定短期入所療養介護事業所又は診療
所である指定短期入所療養介護事業所にあっては、次
に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

 ㈠ 指定短期入所療養介護を行う療養病棟、病室又は
認知症病棟の介護職員の総数のうち、介護福祉士の
占める割合が百分の六十以上であること。 

 ㈡ イ⑵㈡に該当するものであること。 
⑶ 介護医療院である指定短期入所療養介護事業所に
あっては、次に掲げる基準のいずれにも適合するこ
と。 

  ㈠ (略) 
  ㈡ イ⑶㈡に該当するものであること。 
 
ハ サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 
 ⑴ 介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事

業所にあっては、次に掲げる基準のいずれにも適合す
ること。 

  ㈠ 次のいずれかに適合すること。 
   a 指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設

である指定短期入所療養介護事業所の介護職員
の総数のうち、介護福祉士の占める割合が百分の
五十以上であること。 

   b 指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設
である指定短期入所療養介護事業所の看護・介護
職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が百分
の七十五以上であること。 

   c 指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設
である指定短期入所療養介護事業所の指定短期
入所療養介護又は介護保健施設サービスを利用
者又は入所者に直接提供する職員の総数のうち、
勤続年数七年以上の者の占める割合が百分の三
十以上であること。 

  ㈡ (略) 
⑵ 病院である指定短期入所療養介護事業所又は診療
所である指定短期入所療養介護事業所にあっては、次
に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

 ㈠ 次のいずれかに適合すること。 
  a 指定短期入所療養介護を行う療養病棟、病室又

は認知症病棟の介護職員の総数のうち、介護福祉
士の占める割合が百分の五十以上であること。 

  b 指定短期入所療養介護を行う療養病棟、病室又
は認知症病棟の看護・介護職員の総数のうち、常
勤職員の占める割合が百分の七十五以上である
こと。 

  c 指定短期入所療養介護を行う療養病棟、病室又
は認知症病棟の指定短期入所療養介護又は介護
療養施設サービスを利用者又は入院患者に直接
提供する職員の総数のうち、勤続年数七年以上の
者の占める割合が百分の三十以上であること。 

 ㈡ (略) 
⑶ 介護医療院である指定短期入所療養介護事業所に
あっては、次に掲げる基準のいずれにも適合するこ
と。 

 ㈠ 次のいずれかに適合すること。 
  a 指定短期入所療養介護を行う介護医療院の看

護・介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める
割合が百分の五十以上であること。 

  b 指定短期入所療養介護を行う介護医療院の看
護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割
合が百分の七十五以上であること。 

  c 指定短期入所療養介護を行う介護医療院の指定
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短期入所療養介護又は介護医療院サービスを利
用者又は入所者に直接提供する職員の総数のう
ち、勤続年数七年以上の者の占める割合が百分の
三十以上であること。 

 ㈡ (略) 
 

 


